
・　中期目標（文部科学大臣指示）
・　中期計画（文部科学大臣認可）
・　教育振興基本計画（平成２０年７月１日閣議決定）

予算額(補正後）

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

1,176 1,260総事業費(執行ベース) 1,207

一般会計

19年度 20年度

上位政策

関係する計
画、通知等

会計区分

特別支援教育課長
斎藤　尚樹

1,260

初等中等教育局

1,138

担当課室 特別支援教育課

23年度要求

・我が国唯一の特別支援教育のナショナルセンターとして、国の特別支援教育政策立案及び施策の推進に寄与する研
究を行うとともに、教育現場の喫緊の課題に対応した実際的な研究を総合的に行い、研究成果を教育現場等に還元。
・地方公共団体において特別支援教育の指導的な役割を果たす教職員を対象に、教育現場の喫緊の課題及び国の重
要な特別支援教育政策に対応した研修を実施。
・各都道府県の教育相談実施機関に対するコンサルテーションや教育相談に関する各種情報提供を行い、地方公共団
体における教育相談機能の質的向上を支援するとともに、地方公共団体では対応が困難な事例等に特化した教育相
談や、国外在住の日本人学校等の保護者・教員の支援のための教育相談を実施。
・特別支援教育に関する国内外の情報を収集、分析及び整理するとともに、総合的な教育情報の提供体制を構築し、
教職員の専門性や指導力の向上に必要な基礎的・専門的知識を教育現場等に提供。
・諸外国の研究機関、大学等と連携・協力するとともに、国際セミナー等を実施して、課題についての調査、分析等を行
う。また、アジア・太平洋地域をはじめ諸外国に対し我が国の研究成果・情報を発信。

１人１人のニーズに応じた特別支援教育の推進

担当部局庁

独立行政法人通則法
独立行政法人国立特別支援教育総合研究所法

1,176 1,260

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

1,0831,207 1,176

21年度 22年度

執行額 1,207

補
　
記

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

見直しの
余地

１．事業評価の観点：この事業は、特別支援教育の振興を図るため、特別支援教育に関する研究のうち主として実際的な研究を
総合的に行い、特別支援教育関係職員に対する専門的、技術的な研修等を行う事業であり、長期継続事業の観点から検証を
行った。
２．所　　　　　見：この事業は、平成１３年度から行われている長期継続事業であるが、今後も、特別支援教育の振興を図るために
必要な事業であるが、引き続き運営の効率化や東京事務所の「リエゾンオフィス」の在り方について検討を図ることにより、予算を
縮減すべきである。
また、競争参加条件等のより一層の見直しを図るなど、契約の競争性、公平性、透明性を確保すべきである。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

独立行政法人通則法の規定に基づき、各年度ごと及び中期目標期間終了時において、文部科学省独立行政法人評価委員
会による評価を行い、その結果を踏まえ、予算要求及び事業運営等へ反映している。

平成２２年度より、委託契約の相手方が、再委託しようとする場合には、事前に再委託の相手方等について書面により
提出させ、審査及び承認を行うものとしている。
また、契約監視委員会を設置し、契約について点検・見直しを行っている。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

政策的課題や教育現場のニーズに即応した研究活動を核として、各都道府県の指導者養成研修、臨床的研究の
フィールドとなる教育相談、研究成果等の情報普及、諸外国との研究者交流や国際貢献等の国際交流を全職員が参
画して一体的に推進し、我が国唯一の特別支援教育のナショナルセンターとして、障害のある子ども一人一人の教育
的ニーズに対応した教育の実現に貢献する。

事業番号 0155

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　( 文部科学省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
平成１３年度

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所運
営費交付金に必要な経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

（独立行政法人国立特別支援教育総合研究所法第３条）
特別支援教育に関する研究のうち主として実際的な研究を総合的に行い、及び特別支援教育関係職員に対する専門
的、技術的な研修を行うこと等により、特別支援教育の振興を図ることを目的とする。

執行率 100% 100% 100%



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

文　部　科　学　省
１，２６０百万円

Ａ．独立行政法人
国立特別支援教育総合研究所運営費交付金：

１，２６４百万円

Ｂ．研究活動
５０２百万円

E.情報普及活動
２５４百万円

D.教育相談活動
５３百万円

F.国際交流活動
７６百万円

Ｇ．共通
２１９百万円

Ｃ．研修事業
１６０百万円

国の政策課
題や教育現場
のニーズ等に
対応した研究

研究所を管理
するために必
要な管理経費

都道府県等
における特別
支援教育政
策や教育研
究、教育実践
等の推進に
寄与する指導
者の養成

臨床研究、都
道府県では
実施困難なも
の、海外の日
本人学校関
連の限定的
な個別相談を
行う。

研究者・教職員
等　の研究や専
門性、指導力の
向上に必要な
知識等につい
て、特別支援教
育に関する総合
的な情報提供
体制を充実させ
る。

  諸外国の研
究機関との連
携・協力、交流
の推進及びア
ジア諸国にお
ける特別支援
教育の発展・
充実

政策的課題や教育現場のニーズに即応した研究活動を核として、各
都道府県の指導者養成研修、臨床的研究のフィールドとなる教育相
談、研究成果等の情報普及、諸外国との研究者交流や国際貢献等
の国際交流を全職員が参画して一体的に推進し、我が国唯一の特
別支援教育のナショナルセンターとして、障害のある子ども一人一人
の教育的ニーズに対応した教育の実現に貢献する。

【交付】
※　国費投入額と総事業費との差額は自己収入
　　（宿泊料収入等）である



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

Ｂ．研究活動 Ｃ．研修事業

Ｅ.情報普及活動 Ｆ.国際交流活動

〔一般競争入札〕 〔一般競争入札〕 〔一般競争入札〕 〔一般競争入札〕

〔一般競争入札〕 〔一般競争入札〕 〔一般競争入札〕 〔一般競争入札〕 〔随意契約〕〔企画競争〕

〔随意契約〕

Ｅ－３

Webｻｲﾄ診

断･提案書作
成業務

日立電子ｻｰ
ﾋﾞｽ(株)
３百万円

Ｆ－１

補助業務（労
働者派遣契
約）

(株)ｱｲﾃﾞｨｰﾙ

３百万円

Ｆ－２

国際ｾﾐﾅｰ出
席者航空ﾁｹｯ
ﾄ手配及び接
遇

(株)呼び寄せ

ｴｸｽﾌﾟﾚｽ

２百万円

Ｆ－３

国際ｾﾐﾅｰ会
場借料

横浜商工会
議所

２百万円

Ｅ－２

発達障害教
育情報ｾﾝﾀｰ
ｳｪﾌﾞｻｲﾄｶｽﾀﾏ
ｲｽﾞ作業

(株)ｼｰ･ｴｽ･ｿ

ﾘｭｰｼｮﾝ

７百万円

Ｅ－１

発達障害教育情
報ｾﾝﾀｰﾎｰﾑﾍﾟｰ
ｼﾞﾃﾞｰﾀCMS移行

作業

ﾕﾆｱﾃﾞｯｸｽ(株)
２百万円

Ｃ－３

研修員宿泊
棟居室等清
掃業務

(株)ﾐﾅﾄｸﾘｰﾝ

ｻｰﾋﾞｽ

１百万円

Ｃ－２

研修員宿泊
棟寝具類供
給等業務

(有)澁谷ﾗﾝﾄﾞ

ﾘｰ

３百万円

Ｃ－１

補助業務（労
働者派遣契
約）

ﾏﾝﾊﾟﾜｰ･ｼﾞｬ
ﾊﾟﾝ(株)
３百万円

Ｂ－２

ｷｬﾝﾊﾟｽ･ｲﾉ
ﾍﾞｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ
賃貸借

国立大学法
人東京工業
大学

２百万円

Ｂ－１

視覚障害教
育情報ﾈｯﾄﾜｰ
ｸﾒﾝﾃﾅﾝｽ

（株）キューズ

３百万円

視覚障害情報
ﾈｯﾄﾜｰｸ及び拡
大教科書作成
支援ﾈｯﾄﾜｰｸｼ
ｽﾃﾑのｿﾌﾄｳｪｱ
及びﾊｰﾄﾞｳｪｱ
のﾒﾝﾃﾅﾝｽ

東京における
研究協議会等
の会場賃貸借

研修事業に係
わる事務等補
助教務

研修の際に研
修生が宿泊す
るための寝具
供給等業務

研修終了後の
宿泊居室及び
共有ｽﾍﾟｰｽ等
の清掃業務

情報提供をより
充実させ、幅広く
情報の収集と整
理・公開を行うた
めの発達障害教
育情報ｾﾝﾀｰﾎｰﾑ
ﾍﾟｰｼﾞへのWebｺﾝ
ﾃﾝﾂ管理ｼｽﾃﾑ導
入

発達障害教育
情報ｾﾝﾀｰWeb
ｻｲﾄの運用の
円滑化を図る
ためのｶｽﾀﾏｲ
ｽﾞ業務

本研究所Webｻ
ｲﾄﾘﾆｭｰｱﾙ実
施を前提とした
診断・提案書
作成業務

国際関係事務
等補助業務

国際ｾﾐﾅｰの外
国人招聘業務

国際ｾﾐﾅｰ実施
のための会場
及び備品賃貸
借



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

Ｇ.共通

〔一般競争入札〕〔一般競争入札〕〔一般競争入札〕 〔一般競争入札〕

Ｇ－４

庁舎日常清
掃業務

(株)陽報

２百万円

Ｇ－３

庁舎警備業
務

国際警備(株)
４百万円

Ｇ－２

冷温水機等
冷暖房保守
点検

文化興業(株)
３百万円

Ｇ－１

補助業務（労
働者派遣契
約）

(株)ﾋﾞｰﾌｧｲﾝ

５百万円

庶務関係事務
等補助業務

冷温水機等冷
暖房保守点検

夜間・休日の
警備業務

研究所施設の
清掃業務



その他 光熱水料費等

その他 光熱水料費等

旅費

3計 53 計

5

視覚障害情報ﾈｯﾄﾜｰｸﾒﾝﾃﾅﾝｽ 3

物品購入費 教育相談ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ、年報等 6

使　途
金 額

(百万円）

人件費 職員給与等

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目

42 役務

219

Ｄ.　教育相談活動 Ｂ－１　(株)キューズ

計 160 計

13

備品消耗品費、旅費等 23その他

研修講師旅費等

謝金 研修講師謝金等 6

5

164

光熱水料費

31 雑役務費 警備、清掃、設備保守等

電気料、ｶﾞｽ料、上下水道 4

28

人件費 職員給与等105

物品購入費 研修員宿泊棟ﾍﾞｯﾄ等

Ｇ.　共通

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

502 計

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ

れているものに
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

計

Ｃ.　研修事業

人件費 職員給与等

76

調査協力謝金、旅費等 3

謝金 研究協力者への謝金等 8

その他 光熱水料費等 27

金 額
(百万円）

物品購入費 16

57職員給与等

会議用液晶ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾀｰ等

その他

金 額
(百万円）

費　目 使　途

旅費 情報収集、外部研究協力者旅費等 25

人件費

物品購入費 拡大読書器、大型ﾓﾆﾀｰ等 63

職員給与等 379 人件費

計 1,264 計

Ｂ.　研究活動 Ｆ.　国際交流活動

費　目

254

使　途

業務経費 光熱水料費 23

光熱水料費、諸謝金、旅費等 928 その他

情報配信ｼｽﾃﾑ、学術雑誌等 105

業務経費 資産購入

330 人件費 職員給与等 90

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ診断、電子計算機賃貸借 50

人件費 職員給与等

業務経費 電子計算機賃貸借

業務経費 消耗品費、雑役務費、旅費、謝金

46 雑役務費

837 物品購入費

Ａ.　独立行政法人国立特別支援教育総合研究所 Ｅ.　情報普及活動

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）



使　途
金 額

(百万円）

役務 2 役務 補助業務（労働者派遣契約）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ

れているものに
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

Ｂ－２　国立大学法人東京工業大学 Ｆー１　(株)アイディール

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目

3ｷｬﾝﾊﾟｽ･ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ賃貸借

計 2 計 3

Ｃー１　マンパワー・ジャパン(株) Ｆー２　(株)呼び寄せエクスプレス

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

役務 補助業務（労働者派遣契約） 3 役務
国際ｾﾐﾅｰ出席者航空ﾁｹｯﾄ手配
及び接遇

2

金 額
(百万円）

2計 3 計

研修員宿泊棟寝具類供給等業務 3 役務

Ｃー２　(有)澁谷ランドリー Ｆー３　横浜商工会議所

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

3

使　途

国際ｾﾐﾅｰ会場賃貸借 2

2

金 額
(百万円）

冷温水機等冷暖房保守点検

金 額
(百万円）

費　目 使　途

役務
発達障害教育情報ｾﾝﾀｰﾎｰﾑﾍﾟｰ
ｼﾞﾃﾞｰﾀCMS移行作業

1

費　目 使　途
金 額

(百万円）

Ｅー２　(株)シー・エス・ソリューション Ｇー３　国際警備(株)

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

使　途

3

補助業務（労働者派遣契約） 5

4

Ｇー４　(株)陽報

4

Webｻｲﾄ診断・提案書作成業務 3 役務

金 額
(百万円）

金 額
(百万円）

費　目

1 役務

使　途
金 額

(百万円）

庁舎等日常清掃業務 2

Ｅー３　日立電子サービス(株)

費　目 使　途

役務

計

3 計

計

計

庁舎等警備業務

2

計 7

Ｅー１　ユニアデックス(株) Ｇー２　文化興業(株)

役務
発達障害教育情報ｾﾝﾀｰｳｪﾌﾞｻｲﾄ
ｶｽﾀﾏｲｽﾞ作業

7 役務

2

5

計

費　目

2 役務

計

費　目

計

役務

計

3 計

役務 研修員宿泊棟居室等清掃業務

Ｃー３　(株)ミナトクリーンサービス Ｇー１　(株)ビーファイン


